
宇部・山陽小野田消防組合

消防長

令和7年(2025年)9月1日～令和12年(2030年)8月31日（5年間）

宇部・山陽小野田消防組合は、職員定数350人の組織であり、構成市からの派遣職員を除

き、すべて障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和35年法律第123号）第38条に定める

「除外職員」に該当する消防吏員で構成されています。このため、現時点では障害者の募

集・採用は行っておりません。しかしながら、在職中の疾病や事故等により障害を負った

職員（以下「中途障害者」という。）がその能力を発揮し、職場で活躍できるよう支援す

ることは、組織全体にとって重要な課題です。

今後も本計画に基づき、障害のある職員に対して、必要かつ適切な合理的配慮を提供す

るとともに、すべての職員が互いの人格と個性を尊重し、多様性を認め合う職場づくりを

推進してまいります。また、職員一人ひとりが持つ能力を最大限に発揮できる環境の整備

を通じて、誰もが働きやすい職場の実現を目指します。

〇消防吏員は、除外職員に該当するため、障害者の新規採用に関する数値目標は設定して

いませんが、今後も障害者に限定した採用は困難と考えています。

○中途障害者の不本意な離職を防止するため、職場復帰支援や業務適応に関する取り組み

を推進します。加えて、勤務時間の柔軟な調整、作業負担の軽減、通院等への配慮など、

障害の特性や状況に応じた合理的配慮を講じることで、安定した就労の継続を図ります。

○ 障害のある職員が自らの希望や能力を最大限に発揮できるよう、職務の選定およびキャ

リアアップの支援を行います。中途障害者については、本人の適性や希望を考慮し、負担

が偏らないよう業務内容や勤務環境を調整したうえで職務を提供します。また、定期的な

面談を通じて本人の希望や障害の特性を把握し、必要に応じて業務内容や配置の見直しを

行い、継続的な成長と職場への定着を支援します。

○障害者雇用推進者として、総務課長を選任します（令和2年9月1日選任済み）。

○中途障害者である職員に対する支援体制を強化するため、総務課内に相談窓口を設置し

ます。障害に関するさまざまな支援や配慮が必要な場合に、迅速かつ適切に対応できる体

制を構築します。

○障害者職業生活相談員の選任が必要となった場合には、速やかに対応し、当該職員の障

害の特性や状況に応じた適切な支援を行います。

○選任された相談員が資格要件を満たしていない場合には、山口労働局が実施する障害者

職業生活相談員資格認定講習を受講し、必要な知識・技能の習得と向上を図ります。

1．障害者の活躍を推進する体制整備

宇部・山陽小野田消防組合障害者活躍推進計画

機関名

任命権者

計画期間

宇部・山陽小野田消防組合

における障害者雇用に関す

る課題

目標

①採用に関する目標

②定着に関する目標

③キャリア形成に関する目

標

取組内容

（１）組織面

（２）人材面

２．障害者の活躍の基本となる職務の選定・創出

○中途障害者となり、従来の業務の遂行が困難となった職員に対しては、障害の特性や状況を十分に考慮し、無理なく

遂行可能な職務を選定します。

○業務内容が過度な負担となっていると判断される場合には、職務の見直しを行うとともに、必要に応じて合理的配慮

を講じた職務の創出を検討し、心身への負担を最小限に抑えつつ、安心して業務に適応できる環境の整備を図ります。



○ 障害者が安全かつ快適に働けるよう、障害特性に配慮した設備（例：多目的トイレ、ス

ロープ、就労支援機器等）を整備し、職場環境の利便性を向上させます。

○ 必要に応じて作業スペースや椅子、パソコンなどの機器の調整を行い、障害のある職員

が個別のニーズに応じて働けるように配慮します。

○ 消防吏員は除外職員であるため、障害者の募集・採用は行っていませんが、中途障害者

に対しては、適切な職務への配置や業務内容の調整を通じて、円滑な業務継続を支援しま

す。

○ 時間単位での年次休暇や病気休暇などの各種休暇の利用を積極的に促進し、障害のある

職員が自身の体調に応じて柔軟に働けるよう支援します。

○ 通院や体調管理が必要な場合には、勤務時間や勤務内容の調整を行い、無理なく就労を

継続できるよう配慮します。

○ 中長期的なキャリア形成において、障害のある職員の希望や能力を考慮し、柔軟に職務

選定を行います。また、キャリアアップに必要な支援も適切に提供します。

○ 特定の業務が困難な場合には、軽度の業務への転換や勤務時間の短縮など、障害特性に

配慮した業務調整を行い、希望する職務を遂行できる環境を整備します。

○ 障害のある職員に対して定期的な面談を実施し、必要に応じて随時面談を行うことで、

職務状況や健康面への配慮を継続的に行います。

○ 中途障害者に関しては、職場復帰の際に適切な職務選定を行い、職場環境を整備すると

ともに、通院や体調管理への配慮、業務負担の軽減、柔軟な働き方の支援を通じて、円滑

な職場復帰を支援します。

〇国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法律（平成24年法律第50号）に基づく障害者就労

施設等への発注等を通じて、障害者の活躍の場の拡大を推進します。

３．障害者の活躍を推進するための環境整備・人事管理

（１）職務環境

（２）募集・採用

（３）働き方

（４）キャリア形成

（５）その他の人事管理

４．その他


